
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的 

  

本研究科は、経済理論（経済理論・統計）、現代経済、経営、経済史、金融システムの５専攻で構

成される。学生数（修士、博士後期課程）、教員数はそれぞれ 173 名、104 名、74 名である（2010
年 5 月 1 日現在。）カリキュラムは、大学院生の主体的な学習への取り組みと教員による指導責任の

両立を図るため個別指導と学問領域の近い教員グループによる集団指導の並立に心がけた編成となっ

ており、具体的には講義、演習、論文指導およびワークショップ・輪講に大別される。 
 また、本研究科は、経済学・経営学での多様な分野において、広く豊かな学識の養成を基盤として、国際的

な先端性をもつ学問研究に従事する研究者を育成するとともに、高度な専門知識を国際的視野のもとに実践

的に駆使しうる人材を育成することを目的とする。（東京大学大学院経済学研究科規則より） 
 

Ⅱ．教育プログラムの目的・特色 

  
 本プログラムでは、経済学の原理をしっかりと理解しつつ、異なる制度の下でこれらの原理がどのように適用さ

れていくかということを分析し、さらにそれを国際社会に向けて発信できる人材の育成を目的とする。そのために、

自分で問題意識を持って既存の経済学の知見を換骨奪胎して現実に応用していく能力、それを既存の経済

学と同等の水準で理論展開できる能力、そしてその成果をわかりやすく人々に提示し、説明していくことで政策

提言および政策立案を行う能力、さらにこれらの能力を備えた後進の指導に当たる能力を身につけていく。 
 
Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要 

 
修士１年次 

 １年次のガイダンスで標準的な履修に関する指導を行う。経済学の基礎科目であるミクロ経済学・マクロ経済

学・計量経済学の３分野の必修科目（通年）を学ぶ。これらの必修科目については、優秀な成績を修めることが

博士課程進学の要件となる。ミクロ経済学においては経済学実験、マクロ経済学においてはカリブレーションと

言われる実際のマクロ経済変数を用いた数量的シミュレーション、計量経済学においては実際のデータを用い

た実証分析などを取り入れ、教育効果の強化を図っている。TA によるレビューセッションも取り入れ、宿題の解

説や講義の復習に充てる。 

修士１年次に学生のイニシャチブで指導教員（メインアドバイザー）を決定する。教員の指導学生数（メインア

ドバイジー）は３名以下となるよう調整するとともに、メインアドバイザーと近い分野の教員とも連携して、集団的

指導体制をとっており、十分指導の目が行き届くようにしている。 

修士２年次 

経済学の標準的な応用科目である金融論、財政学、労働経済学、国際経済学、地域経済学などを学ぶとと

もに、本研究科が比較優位を有するゲーム理論などの理論科目や日本およびアジアの金融・資本市場の制度

組織的な大学院教育改革推進プログラム 平成２０年度採択プログラム 事業結果報告書 
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的、実証的、歴史的分析等の応用科目を系統立てて学ぶ（一部、修士１年次でも取得可能）。修士論文執筆

を上記のアドバイザー制の下で進める。 

 
図１．履修プロセスの概念図 
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Ⅳ．教育プログラムの実施結果 

１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について 

  (1) 教育プログラムの実施計画が着実に実施され、大学院教育の改善・充実に貢献したか 

 2010 年 4 月に経済学高度インターナショナルプログラム（UTIPE）の修士課程プログラムが開

始され、4 月入学者 5 名、10 月入学者 2 名を迎えた。 

 第一期生受け入れのため、英語の開講科目を増やす等（表１）カリキュラムの整備を行うとと

もに、従来通年科目として提供されていた科目を半期開講科目とし、通年科目を冬学期から履修

した場合に単位分割を認めるなど、冬学期からの履修がスムーズになるよう、カリキュラム改革

を実施し、10 月入学者が履修上の不利益を被ることがないよう改善した。さらに、コア科目を取

る際の要望科目が日本語で開講される場合、免除試験に合格するか、英語による補講に参加すれ

ば要望科目を受講しなくてもよいように配慮した。 

 

表 1 英語による開講科目数 

  2009 年度 2010 年度 2011 年度 

英語による開講科目数 5 15 19 

＊英語/日本語による開講科目数 0 17 19 

計 5 32 38 

＊受講者に 1 名でも UTIPE 入学者がいた場合、英語で開講される科目 

 

 

     

 

 また、学部、および大学院の講義の TA 制度に加え、論文執筆の相談等研究生活全般にわたって

助言を行うジュニアー・アドバイザー制度を新設し、基礎科目から専門科目まで幅広い科目の教

育実践の強化、上下のつながりが自然に生まれる環境の醸成を図った。 

   本プログラムの狙いをより具現化するために、米国の経済学者の就職市場を担っている AEA ミ

ーティング（2009 年アトランタ）において、応募者 170 名中 35 名を面接、うち 7 名の外国人研

究者を招聘し、2010 年 4 月付で 2 名の外国人教員を採用した。 

招聘した海外研究者を講師に迎え、Frontier Economic Lecture Series(49 回)、Distinguished 

Research Seminar Series（34 回）、Junior Research Seminar Series（8 回）を行うとともに、

大学院生を主体とした Micro BBL（26 回）、Macro BBL（6 回）を共催するなど発表セミナーを充

実させた。（写真１） 

さらに、教員の最新の研究内容を発表し、最先端研究を学生に紹介する際の授業への取組みな
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どについて討議する Faculty BBL も 5 回開催された。  

 

写真１．2009 年 12 月 Steven Stern 教授(University of Virginia)講義風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．教育プログラムの成果について 

 (1) 教育プログラムの実施により期待された成果が得られたか 

 2010 年度は入学志願者 17 名に対し、入学者は 7 名(4 月 5 名、10 月 2 名)、2011 年度は入学

志願者 21 名に対し入学者 11 名(4 月 5 名、10 月 6 名)(予定)となっており、現代経済専攻の定

員充足率増加への寄与度も上がっている。（2009 年度 96％、2010 年度 163％、2011 年度 175％：

表２） 

表 2 現代経済専攻の定員充足率（定員数 24 名） 

  2009 年度 2010 年度 2011 年度 

入学者数（人） 23 39 42 

うち UTIPE 入学者（人） 0 7 11 

定員充足率（％） 96 163 175 

 

 

    

 

 

入学者の出身大学も、2010 年度は Georgia State of Technology、中央財経大学などであっ
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たのに対し、2011 年度入学者は、Illinois 大学大学院、San Jose 大学大学院、トロント大学、

復旦大学、梨花女子大学など、世界の一流校が名を連ねており、プログラムの周知が進んだ結

果、入学者のレベルもアップしていることが伺えるとともに、国際的な多様性も拡がった。プ

ログラム開始以前は中国、韓国、モンゴル出身者が中心だったが、現在はこれに加え、米国、

ベルギー、ベトナム、カザフスタンの学生もおり、重要な国際交流の場となっている。 

大学院生を主体とした Micro BBL（26 回）、Macro BBL（6 回）での発表を通じ、表現力に磨

きをかけた。なお、Micro BBL での論文発表を通じて表現力を磨いた大学院生が海外の学会

（Brazilian Workshop of the Game Theory Society）での発表で好意的なコメントを得てい

る。 

 大学院生の海外派遣に関しては、2009 年 8 月にユトレヒト世界経済史会議に 3 名、9 月に The 

evolution of Cooperation &Trading（ウィーン）に 1 名、11 月に 2009 North American ESA 

Conference, Tucson, AZ（アメリカ）に 1 名、2010 年 7 月に Brazilian Workshop of the Game 

Theory Society(ブラジル)に 1 名、2011 年 2 月に Second joint meeting of the Experimental 

Community of Southern Europe（モロッコ）に 1 名の学生を派遣し、研究発表を行わせた。こ

れらの海外派遣の具体的な成果として、1 名（修士 2 年生）の論文がジャーナルに掲載された。

（Mathematical Social Sciences “Heterogeneous information lags and evolutionary stability” March 

2011, Pages 83-85http://www.sciencedirect.com/science/journal/01654896） 

 国内では、2009 年には国内の学会に 7 名を派遣し発表を行なわせ、2010 年 12 月にはこだて

未来大学に 1 名を派遣し、共同実験を行わせ、高度研究能力の醸成に努めた。 

 プログラム実施中の大学院生による査読つき論文の学術誌へ掲載件数/学会発表件数は、

2008 年度 4 件/6 件、2009 年度 7 件/32 件、2010 年度 17 件/26 件であった。（表３） 

 
表 3 査読つき論文の学術誌へ掲載件数/学会発表件数 

  2008 年度 2009 年度 2010 年度 

査読つき論文の学

術誌へ掲載件数 
4 7 17 

 

学会発表件数 6 32 26 

 

 

    

 
また、留学生の高い英語力、授業への積極的な取り組み姿勢は、日本人学生にも良い刺激

を与え、英語力の底上げ、授業への取り組み姿勢の変化につながっている。 

整理番号D004　東京大学



 
 

 
 

３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画 

(1) 実施状況・成果を踏まえた今後の課題が把握され、改善・充実のための方策や支援期間

終了後の具体的な計画が示されているか 

 支援期間終了後は、大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業（グローバル 30）に

よる資金補助を受け、事業を継続する予定であり、すでに 2012 年度 4 月よりの博士後期課程

開始に向け、2011 年 6 月に募集要項のウェブへの掲載、1、2 月の審査予定が決定されている。

本補助事業の目的は、2010 年度に学生の受入れをスタートさせた修士課程での取り組みを引

き継ぎ、①高度研究能力養成②多面的教育能力養成③指導的実践能力養成である。欧米型に

限らない日本独自の視点で国内外に発信できる人材を養成する博士後期課程プログラムを完

成させるために、①においては、国内外の研究者を招へいして特別講義や週 2 回以上のワー

クショップを実施する。複数教員による指導を行う。論文作成・報告セミナーなどでの発表

を通じ表現力を磨く。②においては、基礎科目から専門科目までの幅広い科目の教育実践の

強化を目指す。③においては、各界の指導的立場にある実務家と共同して、実践能力開発プ

ログラムを実施する。 

 基本的には修士課程 2 年間を優秀な成績で修了した学生を博士課程に進学させ、優秀な当

該分野の最先端の研究能力を有し、それを国際社会に向けて発信し、政策提言や政策立案の

実務に応用していくことのできるリーダーを育成することを目的とする。 

 留学生を対象にしたアンケート集計結果では、英語プログラムの必修科目であるミクロ経

済学、マクロ経済学、計量経済学の授業、担当教員への評価は非常に高く、受講した生徒の

満足度も高かったものの、英語による開講科目数が十分ではないという問題点も指摘された

（2011 年 4 月現在経済学高度インターナショナルプログラム全 58 科目中、英語による開講

科目数は 19、受講者次第で英語に切り替えるとされる科目数は 19、日本語による開講科目は

20。）今後は、これらの必修科目のさらなる充実を図るとともに、やはり 2010 年 10 月より英

語プログラムを開始している公共政策大学院との合併科目を増やすなどをして、英語による

開講科目を増やし、生徒の科目選択の可能性を広げ、プログラムのさらなる充実を図る。 

 

４．社会への情報提供 

(1) 教育プログラムの内容、経過、成果等が大学のホームページ・刊行物・ｶﾝﾌｧﾚﾝｽなどを通

じて多様な方法により積極的に公表されたか 

 プログラム初年度の 2008 年度末にホームページ、およびパンフレットを作成、その後ホー

ムページは内部で保守、管理を行い、パンフレットは年に一度づつ更新版を発行するなどし

て、情報のアップデートを行い、広報活動に努めた。 

 また、文部科学省発行の『文部科学時報』（2011 年 11 月号）における「進む大学教育改革」

に本プログラムの取組が掲載され、広く紹介された。 

   

５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と大学による自主的・恒常的な展開 

(1) 当該大学や今後の我が国の大学院教育へ果たした役割及び期待された波及効果が得られ

たか 

 留学生数は 2010年 4月経済学高度インターナショナルプログラム入学生受入以来増加傾向

にあり、今後も増加の見込である。ちなみに修士課程の留学生数は、2006 年 4 月の 11 名に

比べ、2011 年 10 月には 43 名（予定）と約 4 倍になる見込みである。（表４/グラフ参照） 
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表４ 留学生、研究生、交換留学生、派遣学生数の推移 

  大学/大学院留学生 その他留学生/研究生 
留学生総数

  学部生 修士課程 博士課程 研究生 交換留学生 派遣学生 

2006/4/1 15 11 13 4 1 0 44

2006/10/1 15 11 12 4 1 1 43

2007/4/1 14 19 8 3 0 0 44

2007/10/1 14 19 6 1 2 3 42

2008/4/1 14 19 4 2 3 0 42

2008/10/1 13 18 4 2 0 4 37

2009/4/1 18 20 7 3 0 0 48

2009/10/1 18 20 7 2 0 6 47

2010/4/1 21 29 8 4 0 0 62

2010/10/1 21 31 8 4 6 6 70

2011/4/1 15 37 11 5 1 0 69

2011/10/1 15 43 11 5 5 6 79

        ：予定  
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 また、本プログラムの開始に伴い英語による開講科目が増えたことが呼び水になり、2010

年 10 月にはフランスの HAUTES ETUDESCOMMERCIALES(HEC)から 5 名、スウェーデンの Royal 

Institute of Technology, Sweden,(Kungliga Tekniska Hogskolan-KTH)から 1 名の交換留学

生が特別聴講生として来校するなど、日本語を解さない学生の割合が急増した。留学生の高

い英語力、授業への積極的な取り組み姿勢は、日本人学生にも良い刺激を与え、英語力の底

上げ、授業への取り組み姿勢の変化につながっている。 

 また、国際的な多様性も拡がった。プログラム開始以前は、中国、韓国、モンゴルが中心

だったが、現在はこれに加え、米国、ベルギー、ベトナム、カザフスタンの学生もおり、重

要な国際交流の場となっている。 

 

(2) 当該教育プログラムの支援期間終了後の、大学による自主的・恒常的な展開のための措置が

示されているか。 

 

 支援期間終了後は、大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業（グローバル 30）によ

る資金補助を受け、事業を継続する予定である。 

また、東京大学全体の国際化という大きな流れの中で、経済学研究科でも留学生、交換留学

生数の増加、国際交流の拡大に対応するべく、人員を一元化することにより、留学生、国際交

流対応を強化し、質的向上を図る必要性が生じた。そうした中、2010 年 10 月に留学生・国際

交流担当チーム(GAIA)を発足させ、経済学高度インターナショナルプログラム事務局を留学

生・国際交流担当チーム(GAIA)に組み入れることで、プログラムの恒常的推進体制を確立した。 

 留学生対応業務は 2010 年 4 月経済学高度インターナショナルプログラム入学生受入以来増

加傾向にあり、今後も増加の見込である。ちなみに修士課程の留学生数は、2006 年 4 月の 11

名に比べ、2011 年 10 月には 43 名（予定）と約 4 倍になる見込みである。また、経済学部から

の派遣学生数についても、全学の協定校に従来のイェールのほか UBC、トロントが加わったた

め、部局のみの協定校と合わせ、取扱件数は今後さらに増える見込みであり、2011 年 10 月の

派遣学生数（11 名）は 2010 年 10 月の学生数(6 名)の約二倍程度になることが予想されている。 

 経済学研究科では新たに発足した留学生・国際交流担当チームを中心に、実務体制を強化し、

プログラムの充実、発展に努めるとともに、留学生の増加へのスムーズな対応を図っていく。 

 また、松山公紀(ノースウェスタン大学教授)、Stephan Morris（プリンストン大学教授）、 

In-Koo-Cho(イリノイ大学教授)、浜田宏一（イェール大学教授）の 4 名よりなるアドバイザリ

ーボードを設置し、有識者の意見をプログラムの運営に反映させる体制作りも行った。 
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組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会における評価 

 

【総合評価】 

□Ａ  目的は十分に達成された 

■Ｂ  目的はほぼ達成された 

□Ｃ  目的はある程度達成された 

□Ｄ  目的はあまり達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

 英語による教育を重視した、外国人教員の採用、海外研究者によるセミナーの開催などに

より、教育の改善・充実が図られている。国外の学会での発表数は必ずしも十分とは言えな

いものの、大学院生による査読付き論文の掲載並びに学会発表は増加している。従来はアジ

ア中心であった留学生の出身地が欧米にも拡大している。 

 また、高度研究能力養成並びに指導的実践能力養成のサブプログラムは着実に実施された

とは言い難く、より綿密な計画が必要であると考えられる。国際的に学術成果を公刊する方

策の具体的展開が望まれる。 

（優れた点） 

 応募する留学生の出身地の多様化、英語圏出身者の採用、英語による授業の増加は高く評

価でき、留学生の数と質の向上に寄与しただけでなく、日本人学生の英語での論文作成や海

外学会発表にも貢献している。 

 

（改善を要する点） 

指導的実践能力養成プログラムの充実、英語による開講科目数の増加、博士学位の修業年

限内の取得率の向上、国際的学術誌での公刊数の増加、博士後期課程における定員充足率の

増加、他大学に波及させる具体的な取組が望まれる。 

 

 

整理番号D004　東京大学




